
- 1 -

１．新しい国家資本主義
従来、国家資本主義は、中露などの権威主義国における国家主導型の経済体制を指してきた。しか
し、グローバル化や市場原理主義への懐疑が強まる中、自由民主主義を標榜する先進国でも政府の
経済活動への関与拡大がイデオロギーを越えた共感を得つつある。新たに出現しつつある国家像は、
市場の失敗を是正する従来型の「大きな政府」というよりも、介入的手段によって経済成⾧や戦略
的利益を能動的に追求する、いわば「強い政府」であろう。
米国では、産業政策の復権を掲げたバイデン政権に続き、トランプ政権が高関税政策とその「武器
化」による対米投資の誘導、戦略産業への直接出資など、自由市場を重んじる従来の米国の通念を
逸脱する政策手段を動員している。欧州は環境規制などの簡素化を図る一方、産業競争力の強化と
軍備増強に向けて財政拡張を模索する。日本では高市政権が官民連携による危機管理投資や経済安
全保障の強化を唱え、岸田・石破政権の「新しい資本主義」が帯びたリベラル色は後景に退いた。
新自由主義的パラダイムの権威は傷つき、中国という異質な大国を既存の通商ルールに包摂する試
みは挫折しつつある。しかし、経済ナショナリズムの競合からいかなる政策体系と経済秩序が形成
されるのかについて確たるコンセンサスはなく、米国が同志国連携にも消極的な現状では、経済活
動を取り巻く不確実性は高止まりが予想される。企業は戦略分野への積極投資がもたらす機会を取
り込みつつ、予期せぬ政府介入がもたらすリスクを管理していく必要がある。
２．米中「G2」論再来
米中がG2（Group of two）として国際問題への対処で協力すべきとの議論は、2000年代半ばに出
現した。当初これを提唱したのは米国側であり、中国は大国としての責任を負わされかねないとし
て消極的だったとされる。その後、大国意識を強めた中国が米中「新型大国関係」を唱える中で、
G2論はむしろ中国の拡張主義を正当化し、米中以外の国を疎外するものとの認識が広まり、米国な
どでは忌避されるようになった。
ところが、トランプ米大統領は10月の米中首脳会談に際してG2に言及した。トランプ氏本人にどこ
まで深い考えがあったかは疑問だが、米中両国が当面の緊張緩和で合意したこともあり、米国が中
国との戦略的取引に応じ、東アジアにおける米国の抑止力が後退するのではないかとの懸念が改め
て意識された。現時点では具体的な政策が含意されているわけではないが、来年訪中を予定するト
ランプ氏の口からは今後もG2が飛び出し、耳目を集めるだろうことは想像に難くない。
もっとも、米中二大国（two great powers）の関係が協調的なものとなる保証は全くない。戦略的
競争の中で蓄積した相互不信は根深く、トランプ政権内にも中国への安易な譲歩に否定的な勢力は
少なくないはずだ。関税引上げや輸出管理の強化で加速する経済関係の希薄化は、双方から関係改
善のインセンティブを削いでいく。米中の対立構造そのものはむしろ深まっていると考えられる。
中国側も米国が二極秩序を受け入れるとは期待していないだろう。しかし、当面の米中「休戦」に
よって自律性強化の時間を稼ぎつつ、米中融和を演出して米国の対外コミットメントへの疑念を高
めることは、中国の利益となる。G2論は過渡期のあだ花とはいえ、その影響は無視できない。
３．凍結できない紛争
ロシア・ウクライナ戦争は来年2月に全面侵攻開始から丸4年を迎える。就任早々の問題解決に自信
を示していたトランプ政権は、対露融和策と強硬策の間で揺れ続けてきた。ウクライナは望まない
和平を何とか回避してきたとも言えるが、戦況打開は困難な状況だ。米国は仲介外交を活発化させ
るが、仮に停戦に合意してもそれを安定的に維持する体制の構築は現時点で見通せない。恒久的和
平はおろか、紛争の凍結にすら至らないシナリオも依然としてあり得る。
中東では10月に米国を含めた関係国によってガザ和平合意がまとまったものの、合意履行は綱渡り
の状況が続いている。ひとたび履行が頓挫すれば、イスラエルはガザへの攻勢をさらに強める可能
性があろう。イランについては、6月の米国による核施設爆撃は「力による平和」を地で行くサプラ
イズではあったものの、交渉は進展を見せておらず、緊張が再び高まるおそれは排除できない。
「平和構築者」を自任するトランプ氏だが、これまでその予測不可能性や経済的圧力が紛争関係国
に対するレバレッジとして効果的だった面は否定できない。政権が2年目に突入する中、各国の「ト
ランプ慣れ」で神通力が徐々に衰え、政策ツールも出尽くしたとなれば、威嚇による強引な紛争解
決のほころびが各地で顕在化するリスクもあろう。
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